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私たちの生活や社会活動を根底から支える、道路・鉄道・港湾・空港といった社会インフラ。だがその多く
は高度経済成長期に建設されており、近年、その老朽化が進む中、大事故の発生をはじめ、今後50年
間で190兆円規模に膨らむと予想される維持補修費の負担など多くの問題が浮上している。
対して、事故を未然に防ぎ、維持管理やメンテナンスの負担減を実現するインフラ維持管理・更新・マネ
ジメント技術に、多くの期待が寄せられている。
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高齢化するインフラに 
どう対処するのか

国民の生活やあらゆる社会経済活
動は、道路・鉄道・港湾・空港といった
社会インフラによって支えられている。
それらのインフラの多くは高度成長期
以降に集中的に建設されたものであ
り、その高齢化が進んでいる。その中
で、2012年の笹子トンネル事故のよう
な重大な事故リスクが顕在化しつつ
あり、重くのしかかる維持修繕コスト
にいかに対処していくかは、大きな社
会的課題となっている。

実際、我が国のインフラストックは
800兆円を超える規模に到達しており、
今後これらの維持管理やメンテナン
スには膨大な予算が必要とされる。例
えば、資産額45兆円とされる高速道
路インフラに対して、今後15年間の更
新・修繕費は3兆円に達するという調
査結果が報告されたほか、今後50年
間には必要なインフラ更新・修繕費は
190兆円規模となる見通しだ。

財政状況が厳しさを増す一方、熟
練技術者も減少している中、事故を

未然に防ぐとともに、予防保全による
インフラのライフサイクルコストの抑
制は急務の課題である。そのために
も、世界最先端のICT（Information 
and Communication Technology）
とIRT（In fo rmat i on  and  Robo t 
Technology）の融合、すなわちICRTを
活用したインフラマネジメントの実現
が求められている。
「今後、老朽化するインフラがどんど

ん増えていく中で、今こそ新技術を活
用し、システム化されたインフラマネジ
メントに取り組まなければ、次世代を
生きていく人々に迷惑をかけかねませ
ん」と話すのは、本研究開発計画のプ
ログラムディレクターを務める藤野陽
三氏だ。
「世界最先端のICRTを活用し強靭

なインフラを実現していくことは、必要
なコストを削減するだけでなく、メンテ
ナンス産業として国内のみならず同様
の課題を抱えるアジア諸国等への展
開が見込めるなど、ビジネスとしての大
きな可能性も有しています。本研究開
発の推進により“メンテナンス元年”を
具現化していきたいと考えています」

インフラを“より永く使う” 
時代に

明治から昭和初期にかけて活躍し
た物理学者である寺田寅彦への憧れ
から、青少年期に地球物理学を志し
ていた藤野氏は、やがて土木工学の
道へ進路を定める。だが藤野氏は、時
代の変化を見据え、東京大学大学
院土木工学専攻を修了後、カナダの
ウォータール大学、東京大学地震研
究所、筑波大学、東京大学工学部と
学究の拠点を変え、土木工学を主軸
に置きながらも多方面にわたる研究
に取り組んできた。
「私の若い頃は建設業界も華やか

なりし時代であり、日本中で数多くの
大規模プロジェクトが立ち上げられ
ていましたが、そうした時代はやがて
終焉を迎えると考えていました。つま
り、“インフラを作る時代”から“より永
く使う時代”の到来です。そこで自身の
研究テーマとして浮かび上がったのが、
“いかにインフラを守るか”という問題
定義でした」と藤野氏。

インフラの予防保全は、工学に留ま

④ロボット技術

自在適応桁、フレキシブルガイドフレーム、
飛行ロボット、半水中無人化施工

芝浦工大、東北大、早大、名城大、京大、無人化施工組合、ハイボット、
日本電気、富士通、土研、国土交通省

⑤アセットマネジメント技術

道路インフラマネジメントサイクルの国内外への実装、
コンクリート橋早期劣化機構、

農業水利施設・港湾構造物のアセットマネジメント

東大、京大、東工大、金沢大、農研機構、港湾空港研

②構造材料・劣化機構・補修・補強技術

NIMS、産総研、大阪府立大、岡山大

③情報・通信技術

国立情報学研、東日本高速、NTT、
JIPテクノ、日立

①点検・モニタリング・診断技術

土研、国総研、理研、産総研、つくばテクノロジー、アルウェットテクノロジー、
パシコン、首都高技術、岡山大、岐阜大、東京農工大

道路；鉄道；港湾；
空港；農業水利施設；
上水道（地下構造物）；
河川堤防；のり面・斜面；ダム

対象インフラ

SIP「インフラ維持管理・更新・マネジメント技術」研究開発

地方自治体
民間の技術力
契約、入札
地方の大学との連携
海外展開

研究拠点構築、維持管理技術、発光材料、
新溶射材料、超耐久性コンクリート

路面・橋梁スクリーニング技術、
高速道路センシングデータ処理・蓄積・解析技術、無線通信最適化

X線・中性子線・レーザー・マイクロ波・近赤外分光・磁気・音響等

●インフラ維持管理全体像（参加機関については、2014年11月13日時点）
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